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総合商社の国際人事管理
一一ロンドン店の人事管理を中心として一一
I.はじめに
ト..L唱
す 屋貴 司
近年の円高を背景とした我が国企業のグローパル化の進展は，海外に派遣される駐在者の数
を急速に増加させている。海外駐在は，派遣先国の文化的・社会的慣習の差異，生活様式の違
い，コミニケーションの難しさ，などから海外駐在員に，様々なストレスを与えていることは，
容易に想像することができる。そして，海外駐在員の問題を，労務の視点から見れば，海外勤
務時のキャリア形成の問題や円高による海外駐在員の賃金コストの増大の問題など多岐に及ん
でし、る。
また，海外駐在者の増大は，海外駐在者とともに現地で生活を共にする家族の増大をも意味
している。その意味では，海外駐在者の家族の生活問題(子弟教育問題等〉を，今一度見つめ
直す時期に来ていると言えよう。
また，グローパル化の進んだ企業で、は，海外の現地従業員の比率が高まっており，今後，コ
ニカやキャノンのように十年もたたないうちに，園内の従業員と，海外の現地従業員の人数が
逆転するケースもでてくることとなる。また，近年の円高による我が国企業の海外進出は，大
企業のみならず，中堅企業にも及んでいる。活動拠点の拡大によって現地採用の従業員が増大
し，それに併い，在外子会社の人事管理が重要な問題となってきている。在外子会社の人事管
(1) 日本労働研究機構国際部「望まれる海外派遣勤務者支援のための総合的雇用管理システムの確立」
『海外労働時報』第 226 号日本労働研究機構1995年 3 月，など参照。また， 日本企業の国際人事管理
に関しては，白木三秀『日本企業の国際人的資源管理』日本労働研究機構， 1995年， 日本労働研究機
構編『望まれる海外派遣勤務者支援のための総合的雇用管理システムの確立』日本労働研究機構，
1995年，石田英夫『日本企業の国際人事管理』日本労働協会， 1985年などを参照。
(2) 海外駐在者の生活問題に関しては，文部省『海外生活と家庭教育』ぎょうせい， 1995年 6 月，岩内
亮一・門脇厚司・安部悦生・陣内靖彦『海外日系企業と人的資源ー現地経営と駐在員の生活』同文館，
1992年，などを参照。
(3) コニカ及びキャノンの現地人従業員比率の増大に関しては， コニカ及びキャノンの『有価証券報告
書総覧』の平成 2年から平成 7 年を参照。
(4) 中小企業の海外直接投資件数は，アジア経済の成長と円高を背景として， 1992年以降，増加してい
る。製造業，特に繊維産業の増加が著しい。(中小企業庁長官官房調査課 W95年-----96年版 中小企業
キーワード』経済調査会， 1995年， 36ページから37ページ。〉
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理としては，現地における採用，教育・訓練，配置・異動・昇進，査定，賃金管理，モチベー
ション管理，労使関係管理，など多岐に項目がわたっている。それゆえ，様々な意味から，我
が国企業の多国籍化の進展による在外支店・法人の人事管理実態の解明と問題点の摘出や現地
従業員の労働実態の解明が望まれている。
以上のような事がらを念頭におきつつ，本稿では，総合商社における海外店〈特に，ロンド
ン店)の人事管理・労働を中心として，解明・考察をおこなうこととしたい。海外店(特にロ
ンドン店)の人事管理や労働の諸実態に関しては， 1995年 8 月 22 日から 9 月 10 日までに総合商
社 6 社のロンドン店(英国法人)の人事担当者に対するヒアリング調査と，日本における総合
商社の海外駐在経験者に対するヒアリング調査をもとにしている。ロンドン店を海外店の事例
として，とりあげた理由は，総合商社のほとんどのロンドン店が，ヨーロッパ地域統括(場合
によってはアフリカ・中近東を含む)を兼務し，専門の人事管理担当者を設置している点にあ
る。
また，国際人事管理や海外の日系企業の人事管理を研究する上で，我が国の総合商社を事例
として取り組む理由は，以下の諸点にある。
第ーに，我が国の総合商社は，早くから海外に支店を展開し，国際人事管理において長い歴
史を有しているだけに，国際人事管理を研究する上で，貴重な研究対象と言える。
第二に，我が国の総合商社は，世界各地に支店及び在外子会社を設立し運営している。それ
ゆえ海外支店・在外子会社の人事管理を分析する上で，総合商社は豊富な経験と内容を提供し
てくれると言えよう。特に，近年，学界においても，論点となっている現地化の問題に総合商
社も直面しており，総合商社の海外支店の現地化問題への対応を事例として考察することは，
意義があろう。
第三に，我が国の総合商社は，異なる取り扱い部門を多数有する日本独特の経営組織体であ
り，かつ経営環境の変化に対して柔軟に対応し，経営を変化させてきた。それだけに，国際人
(5) 在外子会社の人事管理に関しては，吉原英樹『グローバル経営の課題:現地入社長と内なる国際化』
東洋経済新報社， 1989年，石田英夫編著『ケースブック:国際経営の人間問題』慶庭通信， 1984年，
同編著『国際人事管理』中央経済社， 1994年，などがある。また，多国籍企業の経営行動，経営戦略
に関しては，亀井正義『多国籍企業の経営行動』ミネルグァ書房， 1991年，同『多国籍企業論(増補
版).JJミネルヴァ書房， 1985年，多国籍企業研究会「多国籍企業の分析視角J rr経済.JJ 1 月号 No.4，
1996年 1 月，井上宏『多国籍企業とグローバル戦略』中央経済社， 1993年，井上宏編『現代企業の
経営と戦略』法律文化社. 1994年，夏目啓二『現代アメリカ企業の経営戦略』ミネルグァ書房， 1994 
年，などを参照。
(6) 我が国の総合商社に関する研究としては，経営史学，流通経済論，多国籍企業論から研究がおこな
われてきている。総合商社研究としては，山中豊国『総合商社:その発展と理論』文真堂. 1989年，
曽我信孝11'80年代後半の戦略展開:総合商社とマーケティング』白桃社， 1992年，などを参照。また
総合商社論としては，塩田長英『総合商社:日本型多国籍企業の未来』日本経済新聞社， 1976年，ア
レキサンダー .K ・ヤング著，中央大学企業研究所訳『総合商社:日本の多国籍商社』中央大学出版
部. 1980年，などがある。
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事管理における「日本的特色」や「日本的経営から国際的経営」への転換を観察する上におい
ても，我が国総合商社は，有意義な研究対象と言えよう。
第四に，我が国総合商社の従業員は，ホワイトカラーが大多数である。それだけに，我が国
の学界において注目されているホワイトカラーの国際的なキャリア形成や裁量労働の問題やホ
ワイトカラーの人事管理の問題などの諸点を解明する上で，我が国総合商社を研究対象とする
ことは，重要なことと言えよう。
第五に，我が国の総合商社は，海外駐在経験者を豊富に有している。それゆえ，海外駐在者
とその家族の問題を研究する上で，我が国の総合商社を研究対象とすることは，生の声を反映
させた調査研究の可能性を秘めていると言えよう。
第六に，総合商社における労働は，商業労働，金融労働など多様な労働の側面を有しており，
海外における総合商社労働を解明することは，労働の理論を深める意味で，意義があると考え
られる。
次に，本稿における課題について述べたい。
本稿の課題は，第一に，総合商社の国際人事管理を概観するとともに，第二に，総合商社の
海外支店(特にロンドン店〉における人事管理や労働の現状を解明することを通して，総合商
社マンの海外駐在時の労働諸条件(賃金・労働時間等)や駐在期間，人事考課，派遣決定プロ
セス，キャリア形成について論述・考察するとともに，第三に，総合商社マンの海外駐在時の
労働実態を通して，総合商社労働における裁量労働の構造や接待業務の背景について言及した
い。第四には，総合商社におけるロンドン店の「人の現地化」への取り組みを紹介し，人の現
地化問題について若干の考察をおこないたい。
1. 総合商社の国際人事管理
1. 総合商社の国際的地域統括
総合商社では，アジア地域，アフリカ・中近東，ヨーロッパ，アメリカの四地域に世界市場
をわけで，経営・管理をおこなっている。人事的には，日本本社の人事部が東南アジアをみる
とともに，中国全土を北京店，ヨーロッパ地域を英国のロンドン店，アメリカ全土をニューヨ
ーク店の専門の人事担当者が担当し，各地域の人事を指導している。中国の場合は，全土が広
く，しかも重点地域であるだけに，人事担当者を北京においている。ロンドンには，ヨーロッ
パ総支配人，時にはアフリカ・中近東総支配人が駐在し，その下に管理スタッフがおかれてい
る。
英国のロンドンに，ヨーロッパを統括する地域本部をおいている理由は，第一に，英国に駐
在事務所，現地法人をおく日系大企業が，ヨーロッパの中で最も多く，これらの日系企業への
(7) 総合商社のホワイトカラー労働に関しては，加藤祐治・牧野富夫編著『ホワイトカラー:銀行・商
社・損保の労働者たち』新日本出版社， 1990年，などを参照。
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サーピスやバックアップのために，ロンドンに置く必要があること，第二に，継続的にヨーロ
ッパ総支配人やヨーロッパ地域統括の管理スタッフを，海外駐在させる必要があり，語学(英
語)の関係からロンドンが適していること，などがあげられる。今後， EU統合後の動向によ
って，総合商社がヨーロッパ地域統括本部を，ロンドンから他都市ヘ動かすとすれば，ブリュ
ッセル，アムステルダムやドイツのデュッセルドルフなどが考えられる。現状では，ヨーロッ
パ統括本部の立地条件としてロンドンを越える優位性をもっ都市はない。
前述したように，ロンドン店の人事担当者は，ロンドン店の人事をみるとともに，ヨーロッ
パ統括本部の人事業務を兼務している。その場合，人事担当者は，ヨーロッパ全店の日本人駐
在員の人事を統括するとともに，ヨーロッパ全店の人事システムの構築や現地人スタッフの充
実策について，指導・助言をおこなっている。
2. 総合商社の世界的なタスクフォース
近年，総合商社では，従来の枠組みを越えた世界的要員配置をおこなっている。例えば，日
商岩井の「市場戦略要員」である。総合商社では，各部門の部や課単位で独立採算制をしいて
おり，海外に派遣する駐在員コストは，派遣元の各部署の負担となる。したがって既存の枠組
みでは，海外において新規事業展開をおこなうだけの人員的余裕はなし、。そのため，生まれた
のが日商岩井の「市場戦略要員」である。市場戦略要員のコストは 2 年間，本社の負担とす
ることで，世界市場における新規参入・拡大をねらっている。
日商岩井は r市場戦略要員」として， 1994年 4 月に，アジア 7 カ国に31名を派遣し，その
後，世界の市場に派遣している。例えば，ヨ一ロヅパで
東では，パーレーンに 1 名など，世界各地に市場戦略要員を配置している。市場戦略要員は，
2 年間に一人当たり 3000万ドル(約30億ドル〉相当の新規事業の開拓が目標づけられている。
「市場戦略要員」は，グローパル時代に対応した総合商社の世界的なタスクフォースと言え
よう。
3. 日本本社の人事の所轄事項と海外店権限
海外日本人の駐在員の処遇や海外店の基本的な人事管理制度については，日本本社の人事部
においてシステム化し，各海外店へ移転・運用している。各海外店では，日本本社及び各地域
の統括本部の人事担当者の指導・助言に従いながら，各国の労働法，労使関係を考慮して，人
事システムの構築・運営・改善をおこなっている。各海外店の人事制度の差異は，現地人スタ
ッフに対する人事制度に最もよくあらわれている。これは，海外店の所在国の労働法の性格や
労使関係の敵対性・安定性などの労働環境によって，現地人スタップと取り交わす雇用契約書
(8) 日商岩井の「市場戦略要員」に関しては， w会社の歩き方:日商岩井96年~97年』ダイヤモンド社，
1995年， 108ページから109ベージ，参照。
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の内容も変化し，現地人スタッフ採用後の職位，処遇，昇進・降格，解雇などの人事諸制度も
変化することになるからである。
そのため，現地人スタップの採用，処遇，昇進・解雇などについては，各海外店に自由裁量
権があたえられている。もちろん，その場合でも，現地人スタップの採用，処遇，昇進・解雇
などについても，海外店から日本本社に上申事項として上申し，認可を受ける必要がある。
11. 海外支店における日本人駐在者の人事管理
1. 日本人駐在者のキャリア形成と海外勤務
まずはじめに，海外駐在が総合商社マンのキャリア形成に与える影響について考察したい。
総合商社マンにとって，海外駐在は， 日本で所属していた部署の仕事をこえて，職務キャリ
アの幅と人脈を広げる機会となっている。そして，人事考課においても， r出身本部の分野外
以外への取り組みはどうか」ということが評価対象となっている。これは，会社側としても，
キャリア・デベロップメントとして，海外駐在による職務キャリアの拡大を重視しているから
である。
更に，総合商社マンにとって，海外駐在は，国際的な管理能力を現地人スタップの管理を通
して，高める機会でもある。人事考課においても rナショナノレ・スタップまたはプロパ一社
員への指導・育成・適正な権限委譲を行い，活性化を図っているか」が評価対象となっている。
海外駐在は，総合商社マンにとって，職務キャリアを拡大し，国際的な管理能力を身につけ
るとしづ意味で、重要な役割を果たしていると言える。また，近年の総合商社の役員の十ャリア
を見ても，すべての役員が海外駐在経験者である。総合商社マンの海外駐在キャリアの重要性
の増大は，総合商社の日本における既存の商圏(大型問屋機能等〉の利益の縮小傾向に原因が
ある。そして，近年の総合商社マンは，単に対日の貿易業務のみならず，三国貿易や海外にお
ける企業の買収・経営による利益の拡大をおこなえるだけの国際的ピジネスセンスを要求され
ていると言えよう。
2. 海外駐在時の日本人従業員の賃金
次に，海外駐在時の総合商社マンの賃金体系について，見ることにしたい。海外駐在中は，
国内の賃金体系ではなく，海外本給，諸手当からなりたっている。海外駐在時の諸手当は，償
却手当，教育手当，住宅手当，海外手当，ハードシップ手当，留守宅手当，残留子女手当，特
殊勤務手当，などの諸手当がある。総合商社の海外駐在者のほとんどは，管理者扱いゆえ，若
(9) 総合商社マンのキャリア形成に関しては，中村恵「総合商社のキャリア形成J (小池和男編著『大
卒ホワイトカラーの人材開発』東洋経済社， 1991年，所収)，参照。
(10) 海外駐在員の賃金体系に関しては，青柳宏二・浜田健二『海外勤務社員の給与』中央経済社， 1995 
年，参照。賃金管理の日英企業の差異については，石田光男『賃金の社会科学一日本とイギリス-jJ
中央経済社， 1990年，などを参照。
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い従業員でも役職手当がつくので，賃金水準としては高い。しかし，海外での日本人食やレジ
ャーなど海外の生活は，割高でもあり，近年の円高のため，国内と比較して高いという感覚は
少なくなっている。
また，総合商社の海外駐在員の賃金は，購買力平価を指数とした日本と!司じ購買力の賃金を
得ており，日本と海外の格差はより縮小しつつある。海外駐在員の賃金に関しては，売上上位
5 社の総合商社(東京本社〉の人事担当者が集まり 5 社会を結成し「海外給与調査委員会」
を設け，各国における給与水準を決定してきた。また，海外においても総合商社 9 社の管理担
当者によって，定期的に会合を行い，賃金を含む全般的管理問題について話し合いがもたれて
いる。
そして，総合商社の海外日本人駐在員の本給は，業績を中心とした業績給の部分と人格等の
全般的能力を評価する職能給の二つの部分から成立している。近年は，業績評価の比重が増大
し，同世代でも個人間で給与のひらきが拡大する傾向にある。
総合商社のロンドン店の場合，日本人とイギリス人の賃金体系は，別体系となっている。そ
して，日本人駐在員の賃金コストは，円高も影響して，イギリス人従業員の 4 倍から 6 倍とな
っている。総合商社の在米法人では，賃金体系・人事考課に関して，日本人とアメリカ人は，
l司ーのものが適用されている。しかし，ロンドン店において日本人とイギリス人とでは，別の
賃金体系が適用されている。ロンドン店において，別の賃金体系が適用されている理由として
は， 第一に， アメリカが雇用者に法的に厳しく， 雇用問題が人種問題・性差別問題として政
治問題化するため，法的整備を在米法人が整えざるをえなかったのに対して，イギリスでは，
保守政権による雇用者に保護的な法改正がおこなわれ， 労働法が rEmployment Protect 
ActJ となっているためと，第二に，アメリカのローカルスタップの雇用数が多いのに対して，
イギリスはアメリカより雇用数が少数であること，などがあげられる。
3. 日本人駐在員の人事考課
総合商社の日本人海外駐在員の人事考課は，まず，直属の上司が，所定の人事考課表に基づ
き評点化をおこなう。次に，その評点化された人事考課表は，上位の部門管理者，副支店長，
支店長が調整をおこない決定される。そして，その決定された人事考課表は，日本本社の人事
管理部に送られる。日本本社の人事管理部では，人事考課に基づく，個々の日本人駐在員の給
与・昇格・降格・帰国などを決定している。
4. 日本人駐在員の労働
次に，海外勤務時の総合商社マンの労働について見ることにしたい。
総合商社マンの労働の多くは，裁量労働である。そのため，自己にまかされた裁量の範囲が
大きいだけに，一度，計画・立案し，そのプランが認可されると，責任とやりがいの両方から
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心理的にはさまれて，仕事に全精力を投入することを余儀なくされる。その結果，自己で設定
した利益目標だけにそれを何とか達成しようと過重労働になる。管理職ほど裁量権を大きく与
えられているだけに，過重労働の度合いが大きくなる。
また，海外駐在時の総合商社マンの業務には，観光・送迎・接待業務がある。これは，総合
商社労働のひとつの「特徴」と言えるかもしれない。海外勤務時の接待業務には日本や海外か
らの関係者に対する観光案内から事業案内などの幅広いサービスが求められることとなる。こ
のような海外における接待活動は，総合商社の人的ネットワークの維持・発展に貢献するとと
もに，時に，事業契約を側面的にサポートする意味合もある。
また，日本から来る同社内の出張者への接待やっきあいは，本来日本で所属していた部門を
越えて緊密な人間関係を築く機会でもあり，社内の人脈を広げる意味でも重要である。それに，
日本から来る同社内の出張者は， 日本本社の非公式情報を伝えてくれる重要な伝達者で、もある。
海外駐在社員の悩みは， 日本から公式情報は手に入るが， 日本本社の非公式情報が伝わらない
点にある。これは， 日本社会に見られるタテマエ(公式情報〉とホンネ(非公式情報)の情報
の 2 重構造が，総合商社においてもあることを示している。また，日本から来る本社役員(特
に所属部門役員〉の接待は，帰国後のポストを確保するための重要な活動である場合もある。
総合商社のロンドン店において，日本人従業員の勤務時間は，朝九時から夜の七時ぐらいま
でである。日本の総合商社勤務と異なれ総合商社のロンドン店では，通常，日本人従業員は，
週 2 回程度，七時ぐらいには帰宅できている。また，接待・観光業務も平均，週 1"'2 回程度
である。欧米の海外店は，日本の本店やアジアの海外店に比較して，家庭生活をゆとりをもっ
て過ごす余裕があると言える。
総合商社のロンドン店において，日本人駐在員が早く帰れる理由は，第ーに，イギリス人従
業員が定時になると仕事をやめ帰る点と，第二に，欧米のビジネス慣習上，日本人総合商社マ
ンが，イギリス人の取引先を接待する必要がない点にある。日本人総合商社マンが，イギリス
人の取引先と食事をする場合でも，ノン・アルコールのビジネス・ランチやディナーであり，
比較的早く帰宅することができている。
5. 駐在期間
総合商社の欧米への派遣期間は，通常，妻帯者で五年間程度，単身で三年間程度である。駐
在期聞を厳格に運用している総合商社もあれば，弾力的に運用している総合商社もある。日系
製造企業の場合，妻帯者でも三年程度であることを考えると，若干，長いといえる。在英日系
製造企業の場合，イギリス人従業員が，日本人従業員よりも圧倒的に多く，日本人従業員のス
トレスが高いため，総合商社よりも勤務期間が短いと考えられる。
総合商社マンは，イギリスにおける五年間の滞在期間中，当初の 3 年間は，家や家具，生活
用品の取得・レンタノレ等の費用や子供の教育適応費用などがかかり，生活費は厳しい状況とな
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る。それが 4年から 5年目にかけては，出費が少なくなり，生活にゆとりが生まれ，貯蓄をお
こなえるようになる。その意味では，先進国においては， 5 年程度の派遣期聞が適切といえる。
総合商社において海外への派遣期間は，世界の派遣地域によって，人事政策上，異なっている。
欧米の先進国では，五年間と比較的長期の派遣期間となるが，アフリカ，中国奥地，中近東と
いった環境条件が厳しい地域では，当然，派遣期間は 2 年から 3 年と短くなる。また，総合商
社の経営戦略や各部門の経営計画に基づき，派遣期間は個々の日本人駐在員の担当業務によっ
て異なってくる。
海外駐在期間に対する駐在員の希望は，個々の従業員の家庭状況などの個人事情に応じた海
外派遣期間の弾力化にある。なぜなら，子女の教育問題から言えば，イギリスで数年過ごし，
中学校や高校 1 年から 2年生といった大学受験期前に日本に総合商社マンの子女が帰国した場
合，大学受験時のような海外帰国子女としての扱いを受けられず，日本の受験競争に巻き込ま
れることとなる。もし，帰国した総合商社マンの子女が，日本の受験競争に適応できない場合，
大きな問題が残ると言える。そのため，子女の年齢や家庭事情にあわせた海外駐在期間の延長
や短縮が，駐在員から求められることとなる。
しかし，現実的には，総合商社においても，人事部は個別家庭事例に関して配慮しているも
のの，海外駐在者の希望による海外派遣期間の弾力化に，対応することは難しい状況にある。
なぜなら，近年の経営合理化にともなって，ほとんどの総合商社において，人員に余裕がなく
なっているからである。特に，管理部門のスタップの場合は，海外派遣期間の延長・短縮は，
難しい。ただし，営業部門の総合商社マンの場合，自ら重要な仕事をおこすことによって，海
外派遣期聞を延長することは，不可能ではない。しかし，多くの場合，子供と妻を現地に残し
て，父親〈夫〉だけが日本へ帰国するといった逆単身となったり，妻と子供が日本に帰国し，
夫だけが単身赴任として残るといった事例が多い。
6. 日本人スタッフの海外派遣の決定プロセスとポイント
総合商社における日本人スタッフの海外派遣は，各所属部門が決定権を有し，人事部がサポ
ートをおこなっている。役員レベルにおいて，経営戦略に基づく世界的な要員配置の方針は決
定されるが，実質的に，要員として「だれを，どこに」派遣するかは，各部門の長が決定して
いる。
海外への派遣要員を，だれにするかの決定のポイントは，近年，語学力よりも仕事ができる
かどうかにかかっている。もちろん，総合商社において，海外に派遣される要員は，各社の諸
規定に基づき所定のテスト(語学力テストを含む)をクリアする必要がある。また，海外研修
などを経験している社員が，海外派遣要員として優位となることは，いうまでもなし、。しかし，
近年の語学力よりも仕事の能力によって，海外派遣要員を決定するのは，①現地人スタッフに
現地語と日本語ができる人材(現地採用の日本人女性など〉をそろえていたり，②円高によっ
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て，アジア地域や欧米地域においても，日本への輸入を主とした業務が増大し，日本への輸出
量の増大を望む現地企業が日本語のできる要員や通訳を配置しているためである。
7. 日本人駐在者の帰国問題
総合商社においても，海外駐在時に，海外で、養った経験を十分に生かせる職務を帰国後与え
られなかったり，さらに園内の営業業務に素早く適応できないケースがある。この問題の原因
は，総合商社のリストラによって，圏内の営業部門のスリム化が徹底し，海外帰国者の経験を
生かしたり，適応させたりする余裕が国内の営業部門に充分にないという点にある。国内の営
業部門の海外帰国者の受け入れ問題は，総合商社本社の人員合理化体制に根ざした問題である
とも言える。
そして， 日本人駐在者の帰国後のポスト問題は， 20代から30代の若い世代には少なく，現在，
人員削減の対象となっている50代前後の世代に集中している。現在，総合商社は， 50代前後と
40代前半に好景気時に大量採用をした年齢構成上のコプを有している。総合商社は， 40代前半
の層に関して言えば，業績主義を強化し，中年の活性化を標傍しているが， 50代前後の層に関
しては，出向や早期退職優遇制度による人員整理を積極的にすすめている。しかも，総合商社
における子会社と親社会との連結決算の強化によって，出向先の子会社も採算ベースを重要視
され，出向先の子会社数が限られ，場合によっては早期退職優遇制度を選択せざるをえない状
況にある。しかも， 55歳の職位定年制によって， 55歳までに部長職に到達しなければ，出向，
(1l) 
退職を余儀なぐされる。総合商社では，課長ポストは比較的獲得できるが，部長ポストは数に
限りがあり，部長ポストをめぐる競争は激しし、。このような状況だけに， 50代前後の時期に海
外駐在をする場合，所属部門の部長ポストを帰国後獲得できるかは，日本本社にいて本社役員
と頻繁に接触できる立場よりも不確定となる。人事部も，海外駐在帰国者の50代前後の層を，
部長職が得られない場合でも，できるだけ優遇すべく努めてはいるが，総合商社全体の人員合
理化体制において限界がある。
そのため， 50代前後の層のモラールの低下と心理的な「燃えつき現象」が現れている。総合
商社の50代前後の層の心理的な「燃えつき現象」は，総合商社マンの裁量労働に原因があり，
自己裁量によって仕事をおこし運営し，その結果，部長ポストをめぐる競争に敗れただけに，
心理的に燃えつきてしまうのである。人事部も，出向や早期退職後に備えて，会社以外の自己
実現の確立や出向先で意欲をもって活躍してもらえるよう出向先の企業においてポストを準備
すべく努力はしている。しかし，総合商社の大幅な人員削減リストラと個人のメンタリティに
関わる問題だけに充分な対応はできていなし、。その意味では，総合商社の50代前後の層のポス
ト問題は，単に出向先に代替ポストを用意したり，早期退職優遇制度において，金銭的上積み
(11) 総合商社の早期退職制度や能力評価システムの改革については，佐藤公久『商社』日本経済新聞社，
1993年， 125ページから132ページ，参照。
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をはかることにとどまらず，総合商社マン一人一人が，会社の肩書きを離れたところで，自己
のアイデンティティと社会的に高く評価されるキャリア形成の確立を促進すべく努めることを，
企業と個人に要求している。このことは，単に人事部の問題のみならず，総合商社マン一人一
人の課題ともなっている。それはまた，今日， 日本人ビジネスマン一人一人の厳しい課題とも
なっていると言える。
IV. 総合高社のロンドン店における現地化問題と人事管理
1. 総合商社のロンドン店における現地化問題
近年.総合商社でも，海外店における人の現地化が叫ばれてきた。海外店における人の現地
化は，いかに優秀な現地人スタップを採用・活用し，定着をはかり昇進への道をはかっていく
かにある。総合商社が，現地化を積極的に進める理由には，第一に，円高によって，日本人駐
在員の賃金コストが増大し，日本人駐在員よりも相対的に賃金コストの低い現地人スタッフの
活用が，賃金コストの圧縮の上で重要なことにある。今後は，総合商社のロンドン店において
も，さらに日本人駐在員数を削減してゆく方向にある。第二に，優秀な現地人スタップの採用
・活用・定着をすすめ，現地密着によって他の地場取引の拡大をはかつてゆく必要があること。
ロンドン店でも，円高によって，日本からの輸入が困難になり，日本からの輸入に代替して，
EU圏内やアジアなどから物資を調達してくるようになっている。そのような現状において，
ヨーロッパ地域で，総合商社が，利益の拡大をはかつてゆくためには，アジア地域のように日
本との関わりの中で，利益を拡大することは困難になっており，それだけに現地ヨーロッパに
根ざしたビジネスの展開が求められていると言える。すなわち，総合商社の現地化の問題の根
幹は，労務費コストを削減し，いかに現地に根ざした形で，利益の拡大をはかるかにあると言
えよう。
しかし，総合商社の人の現地化も容易なものではない。例えば，総合商社各社のロンドン店
の現地人スタップの離職率は20%に及んでおり，現地平均よりも若干高い。また，優秀な現地
人の採用・定着化をはかるためには，現地法人の役員への登用をはかる必要があるが，総合商
社では，いくつか障壁である。障壁の理由は，総合商社の日本的性格に起因していると言える。
具体的に理由を述べれば，第一に，第三章で論述したように総合商社の海外店の管理職の重要
な業務として，観光・送迎・接待業務があり，現地人スタップではっとまりにくいこと，第二
に，現地人スタッフを現地法人役員・日本本社役員に登用することは，文化的社会的な組織構
造に挑戦を受けることとなり，総合商社の社会的・文化的組織構造の変革を迫られることとな
ること，第三に，現地人スタップを現地法人役員に据えた場合，日本本社との意思疎通や信頼
(12) 総合商社各社の現地人スタッフの雇用拡大に関しては， 日本経済新聞(朝刊)， 1995年 6 月 26 日，参
照。 95年 3 月末の総合商社大手 9 社の現地入社員は， 21473人で90年 3 月比で2452人，増加している。
これに対して，日本人派遣駐在員総数は95年 3 月末で， 6440人で， 348人減少しいる。
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関係の面で，対応できない側面が多いこと，などの理由がある。
伊藤忠商事の場合，北米総支配人，日本本社の取締役副社長として，韓国系アメリカ人のジ
ェイ・ダブリュ・チャイ氏がし、る。しかしチャイ氏は， 1961年に伊藤忠アメリカに入社し，
社歴34年を有し，しかも日本語も堪能な人物である。いわば，チャイ氏は，韓国系アメリカ人
でありながら， 日本的な総合商社にスムーズに適応でき，しかも本社からの意志疎通と信頼を
得れる「日本人的アメリカ人」であると言えよう。しかし，現地人スタップからチャイ氏のよ
うな人物を獲得できることは，まれである。すなわち，条件としては，現地でビジネスにつな
がる人脈を有し，しかも，日本語が堪能で、，総合商社マン的センスを持ち，長期間の勤務経験
を有し日本本社から信頼される人物である。このような人物を，総合商社の各海外店において
育てるには，かなりの期間と努力を必要としよう。
それゆえ，人の現地化に対しては，総合商社各社のロンドン店の人事担当者の対応も，まち
まちである。大きく分ければ，①人事管理制度を大きく改変し r-人の現地化」に対応できる
人事管理制度の構築を積極的にすすめる総合商社と，②優秀な現地人を採用できる人事管理制
度は整えつつも，細かな人事管理制度づくりには消極的な総合商社にわけることができる。
②優秀な現地人を採用できる人事管理制度は整えつつも，細かな人事管理制度づくりには消
極的な総合商社は，現地における利益拡大を，吸収・合併した現地子会社の利益の拡大などに
重点をおき， I人の現地化」による総合商社のロンドン店そのものの利益の拡大については，
あまり期待していないと言える。また，細かな人事制度づくりよりも，組織再編によって，現
地人スタッフだけの英国子会社を設立し，親会社として日本人スタッフと英国人スタッフから
なる組織形態にしては，といった意見も聞かれた。
①人事管理制度を大きく改変し， I人の現地化」に対応できる人事管理制度の構築を積極的
にすすめる総合商社のロンドン店では， 1993年以降，給与，資格制度，昇格基準の明示化，評
価システムの改編，コミュニケーション・システムの開発，研修制度の改善などをおこなって
いる。例えば，丸紅英国会社では， 1993年度から人事制度の変換の準備をすすめ， 1994年度か
ら新しい人事制度を実施している。また，英国住友商事では， 1993年 4 月より，新しい人事制
度を実施している。
次節では，これらの内容について，言及したい。
2. I人の現地化」に対応した人事管理制度
1.現地人スタップの教育・訓練
総合商社のロンドン店では，教育・訓練を通して，現地人スタップの質の向上をはかるとと
もに， 日英聞の文化的・社会的差異の理解を深める研修を通して，現地人スタップの定着をは
(13) ジェイ・ダブリュ・チャイ(JAY W. CHAI) 氏の経歴に関しては， ~有価証券報告書総覧 伊藤
忠商事株式会社~ 1995年版の役員の主要な略歴を参照。
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かるべく努力している。
丸紅英国会社では，現地人スタッフに対して，新人教育訓練，集合研修，中堅社員研修をお
こなっている。集合研修では 2 日から 3 日をとり I総合商社とは何か」とか「日英間異文
化対応」などの概論的知識の取得と，貿易実務などのスキルの取得をおこなっている。また，
中堅社員研修では，会計実務，与信管理，貿易実務など実践的なスキルの取得をおこなってい
る。そして，年二回程度，日本の丸紅本社に，世界から現地人スタッフを集めて，二週間程度，
集合研修をおこなっている。そこでの眼目は，丸紅と日本を知ることにある。丸紅の実態を知
ることは，現地人スタッフの自信にもつながっている。
また，英国住友商事でも，新人研修，セミナー，管理職研修をおこなっている。新人研修は，
ローカルスタッフに英国住友商事作成の雇用ハンドブックを渡し，その雇用ハンドブックを使
って，雇用規則等の説明をおこなっている。セミナーは rジャパン・ブリーフィング・セミ
ナー」としておこなわれ，現地人スタップと日本人駐在員両方に対して， 日英聞の社会的・文
化的差異についての理解を深めるよう外部講師を招いて実施している。英国住友商事では，個
々の現地人スタッフの理解度と必要性が異なるので， ロンドン店としては，集合研修はおこな
っていなし、。しかし，ヨーロッパ各店の現地人スタッフに関しては，ロンドンに集めて集合研
修をおこなっている。管理職研修では， リーダーシップ，時間管理等の実践的内容を，外部講
師を招いておこなっている。
2 .優秀な現地人スタップの確保・定着のための人事管理制度
優秀な現地人スタッフの確保・定着のための総合商社ロンドン店の人事管理制度の改革と L
ては，処遇の改善，資格制度・人事考課の公平性の確立，現地人スタッフの CDP制度の確立，
現地人スタッフへのコミュニケーションの円滑化などがあげられよう。
丸紅英国会社では，従来，採用してきた現地人スタッフの50%程度が O レベル(中卒程度〉
であったが，人事管理制度の転換を通して，現地人スタップの処遇を向上し，アシスタントで
も Aレベル(高卒〉以上，営業職では大学卒以上の人材を採用できるようになっている。その
結果， 1993年では 8 人であった大卒者が， 1995年には33人に増えることとなった。
また，丸紅英国会社では，コア・スタッフとして現地人スタッフの中期育成をめざして，一
人一人の現地人スタッフに「活動プログラム」の作成を課し，今後の企業内における現地人ス
タップのキャリア・デベロップメントをはかっている。
英国住友商事では，従業員のポジショニングの公平性を明らかにするために，社内の資格制
度を刷新している。新しい資格制度では，モチベーション向上のために能力主義的な報酬体系
を定め段階ごとに移動できるようにするとともに，資格要件・昇格基準を明確にしている。ま
た，英国住友商事では，人事評価システムを改革し，上司と部下との双方のコミュニケーショ
ンが促進できるようにしている。具体的には，年 2 回 4 月と 10月に，上司が部下に対して人
事評価をおこない，直接，話し合う機会を提供している。その場合，人事評価は，客観的基準
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を人事課が設定し，上司に対して人事評価や話し合いの仕方などを適時，アドバイスし，単に
この機会が点数つ守けに終わらず， コミュニケーションの機会になるように配慮している。この
人事評価は，人事考課にフィードバックされその累積が降格や昇格となってあらわれてくる。
英国住友商事では，人事制度が現実的に有効に機能するように，現地人スタッフに対するコ
ミュニケーションに配慮している。例えば，住友商事及ひ、英国住友商事の情報を定期的に， ロ
ーカルスタップに知らせるルートを開設している。
丸紅英国会社や英国住友商事の人事管理制度の変換は，現地人スタップの処遇を向上させ，
現地人スタップのキャリア形成において，スキノレ・アップをはかっている。
3. 小結
本章では，主として，丸紅英国会社と英国住友商事の事例を通して1"人の現地化」問題へ
の取り組みを見てきた。いずれの総合商社のロンドン店においても，前述した総合商社固有の
限界性の中で，現実的に「人の現地化」に対応し，人事管理制度の転換を実現している。
しかし，在英総合商社においても，新しい人事制度の確立が，すぐに実態をもって運用され
るわけではない。すなわち，人事制度の転換を，総合商社の営業サイドがうまく受け入れて活
用するかにかかっている。特に，営業部門における日本人駐在員と現地人スタップとの日常的
なコミュニケーション不足を指摘する駐在経験者もいる。仕事上の話は， 日本人駐在員と現地
人スタップとの間でなされるが，日常的な会話や相互の家庭のレベルで、の交流をしようとしな
い場合がある。これは，海外生活が貴重な体験ではなくなり，日本人駐在員が，言語的障壁か
ら現地人スタップとの日常的・家庭的交流を努力しておこなわなくなった点に原因がある。い
くら人事部が，人事制度的に， 日本人駐在員と現地人スタップとのコミュニケーションを促進
しでも，現場レベルにおける「心の通ったコミュニケーション」がおこなわれなければ，現地
人スタッフの中から伊藤忠本社役員のチャイ氏のような人物は生まれないであろう。1"笛吹け
ども踊らず」といったこのような問題も，一人一人の総合商社マンの心の問題であると言える。
そして，それは，日本人ビジネスマンに時として見られる異文化に対する心の閉鎖性の問題と
も言えよう。
v. 結びにかえて
総合商社における国際人事管理や海外店における日本人駐在員及び現地人スタップの人事管
理について，言及・考察をおこなってきた。
近年の海外及び園内における総合商社マンの労働問題は，総合商社のリストラ問題とかかわ
(14) 日本人ピジネスマンの異文化交流問題に関しては，島田晴雄・本田敬吉編『国際経営と異文化コミ
ュニケーション』東洋経済社， 1991年， J. J ・サリヴァン著，尾津和幸訳『孤立する日本企業:在
米日本人サラリーマンはどのような見られているか』草思社， 1995年，尼子哲男『日本人マネージャ
ャー:国際企業を伸ばす 7 つの課題』創元社， 1992年，などを参照。
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っている。総合商社の場合，分社化や社内分社化制が企業のリストラとして導入・展開されて
きた勺総合商社における分社化・社内分社化制の目的は，組織を小さくし即断即決の体制を構
築するとともにコスト意識を徹底化させることにある。また，近年，総合商社は，経営戦略に
おいて連結経営を重視し，分社化した子会社に対しでも厳しい財務管理を要求している。それ
ゆえ，欧米だけでなくアジア，中南米，アフリカ，中近東地域においても，駐在事務所，支店
の分社化や社内分社化が進みつつある。すなわち，総合商社は，海外事業の収益力の強化を，
海外支店，駐在事務所の分社化・社内分社化，海外現地企業の吸収・合併を通して，達成しよ
うとしているのである。
総合商社の連結戦略に基づく分社化や社内分社化によるコスト意識の徹底は，海外駐在員の
絶対数を減少させるとともに，全従業員に占める海外駐在員の比率を増大させている。この事
は，海外駐在員の一人あたりの業務量を増大させるとともに，一人一人の質的向上が要求され
ていることを意味している。また，コスト管理の強化は，ノルマの増大と業績評価の強化を進
める事となっている。
また，海外における分社化と総労働コストの削減は，現地従業員の雇用の拡大を広げる契機
となっている。今後，総合商社においても，海外現地法人化がより進み，現地企業とのピジネ
ス活動が増大してゆけば，現地人の上級管理職も増大し，その質がより問題となってくる。そ
れゆえ，総合商社の現地従業員に対する人事管理も，その有効性をより問われてゆく事になろ
う。
最後に，今後の研究課題について述べておきたL 、。本稿では，総合商社の国際人事管理や海
外店の人事管理の多様な側面に関して述べてきたが，全体を外観としたに止まった。今後は，
ここで摘出しえたそれぞれの問題をさらに掘り下げることとしたい。また，本稿では，総合商
社における現地人従業員の人事管理として，英国について見たが，更に英国及びヨーロッパに
おける人事管理について探究していきたい。そして，それと共に，英国以外のアジア，北米地
域における総合商社の人事管理に関しでも，調査・考察をおこないたい。
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